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府中市が進める
インフラマネジメントによる
包括管理事業について

1.　インフラマネジメントとは

府中市では，市民生活の根幹を担う施設であ
る，道路，橋梁，公園，下水道などの都市基盤施
設（以下，「インフラ」という。）の多くを高度経
済成長期を中心に整備し，安全性を欠くことなく
管理してきた。しかし，これらのインフラの老朽
化が徐々に進行する中で，インフラ管理に係る費
用は年々増加していくため，厳しさを増す本市の
財政状況では，今後，これまでと同様に管理し続
けていくことが大変難しいことが想定されている。
「府中市インフラマネジメント白書（平成 24 年
10 月）」において，インフラの現状調査を実施し
た上で，既存の管理方法のまま現在の水準を維持
するための費用を試算したところ，年間 5.76 億
円（下水道を含む場合は，年間 26.06 億円）の費
用が不足することが明らかとなった。
こうしたことから，インフラの安全性の継続と
適切なコスト管理を目的とした，インフラマネジ
メントを構築する必要性が出てきた。このような
背景から，本市では先行して検討を始めていた公
共施設マネジメントと並行し，インフラ管理の長
期的な方向性を示す，「府中市インフラマネジメ
ント計画（平成 25 年 1 月）」を策定し，取組みを
進めている。

2.　道路等包括管理事業とは

道路等包括管理事業とは，府中市インフラマネ
ジメント計画の取組みの一つで，市で行っている
道路管理業務について，「複数年契約方式」，「包
括発注方式」，「性能発注方式」により，官民連携
を推進することで，民間活力を最大限活用して導
入するものである。複数年間事業を行うことによ
るスケールメリットと民間のノウハウの活用によ
り，「コスト削減」及び「市民サービスの向上」
を目的とする。この取組みは全国でもあまり事例
が無いことから，本市では，試行的に区域や業務
を限定して行う手法を採用した。
具体的には，平成 26 〜 28 年度までの 3年間，
本市の中心地にある「けやき並木通り」を含む
19 路線を対象とし，「けやき並木通り周辺地区道
路等包括管理事業（以下，「けやき並木通り包括
管理事業」という。）」を実施した。本対象路線を
含む区域の面積は，約 18.8 ha（市全体の約
0.64%）であり，委託費の総額は，約 1.25 億円（税
込み）である。
従来の市の道路管理では，職員によるパトロー
ルや市民からの通報によって不具合を確認してき
た。そのうち，対応が可能なものについては市職
員で行い，専門的な作業が必要な時は，「清掃・
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造園・建設・電気」などの業種別の企業へそれぞ
れ委託を行ってきた。
一方，道路等包括管理事業は，この「市直営作
業」や「工種ごとの複数の委託」をまとめ，ひと
つの事業体に複数年間包括的に委託するととも
に，市が管理する道路，里道，ペデストリアン・
デッキ，案内標識，カーブミラー，街路樹，街路
灯を対象とした，日常の維持管理に係る業務につ
いて，性能発注により，要求水準書に定める水準
を委託期間中に確保することを求めている。な
お，施設更新などの大規模な工事や許認可などの
行政行為に係る事務は作業の対象外としている。

このように，「複数年契約方式」，「包括発注方
式」，「性能発注方式」の契約にすることにより，
受託者は自由かつ効率的な手法を採用することが
でき，コストの削減と市民サービスの向上が可能
となる（図－ 1，2，写真－ 1，表－ 1）。
けやき並木通り包括管理事業の受注者（以下，

「けやき並木通り包括管理事業者」という。）は，
公募型プロポーザル方式により選定した。
応募者の要件としては，地域の活性化を求める
一方，複数の工種を 1社だけで受託できる大きな

図－ 1　道路等包括管理事業のイメージ 図－ 2　平成 26～ 28年度の試行範囲

写真－ 1　作業の様子
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企業が市内では想定しづらいことへの配慮を行う
必要があった。そのため，「東京都内に本店また
は支店を有する団体」かつ「構成企業または団体
は，2団体から 6団体までとし，府中市内に本店
を有する企業または団体を 1社（団体）以上含む
こと」を要件とした。
選定に関しては，応募者の提案をあらかじめ定
める評価基準表に基づいて評価し，けやき並木通
り包括管理事業者からの提案を採用した。採用し
た提案の特徴的なものとしては，「独自システム
を活用し，双方で業務状況を即時確認できるこ
と」や「市内に事務所を設け，24 時間 365 日体
制での受付や対応を行うこと」などがあった。
また，試行的な取組みとして，「けやき並木通
り等の道路空間を活用した，中心市街地としての
活性化」，「区域内の市道を対象としたボランティ
アサポート」，「将来の包括管理委託業務の発展に
向けての協力」の 3つを特定テーマに位置づけ，
地元商工会議所・商店街との連携，大型イベント

時の支援体制，ボランティア活動への協力，地元
企業との勉強会の実施などの提案を受けて実施し
た。
けやき並木通り包括管理事業は，独自システム
や個別調整で業務内容のモニタリングを行うほ
か，毎月の定例会議において事業の報告と課題事
項の解決を行いながら事業を進めてきた。

3.　道路等包括管理事業の推進方針

市では，試行的な取組みとして進めてきたけや
き並木通り包括管理事業が平成 28 年度に終了し
たため，平成 29 年度に評価を行った。
道路等包括管理事業は，官民連携の手法を導入
した管理手法である。官民連携においては，官と
民それぞれにとってメリットが無ければならな
い。そのため，道路等包括管理事業の評価におい
て，市における効果を確認するとともに，受注者
における効果を確認することが重要である。ま
た，利用者である市民の効果を確認することも重
要である。これらのことから，けやき並木通り包
括管理事業の評価は，「発注者（市）における効
果」，「受注者（事業者）における効果」，「利用者
（市民）における効果」の 3つの視点で行った。
1つ目の「発注者（市）における効果」では，
包括管理事業を行う目的である，「コストの削減」
及び「市民サービスの向上」の効果を確認した。
コストの削減では，「市が対象施設を自ら維持管
理する従来型の契約とした場合《従来実施コス
ト》」と「けやき並木通り包括管理事業の《包括
委託額》及び《人件費相当》」を比較することで，
コストの削減効果を把握した。その結果，けやき
並木通り包括管理事業のコストの削減効果とし
て，約 7.4% を得ることができた。なお，このコ
スト削減効果については，民間のノウハウを活用
したことによる効果が大きいと考える。また，市
民サービスの向上は，市が管理する道路等に係る
苦情・要望について，「けやき並木通り包括管理
事業導入前の平成 25 年度の件数」と「けやき並

表－ 1　受託者の業務範囲
業務項目 業務内容

巡回業務

巡回計画の作成
日常パトロールの実施
警察署との合同パトロールの実
施
巡回日誌の作成

維
持
業
務

清掃業務

道路の清掃
雨水桝の汚泥清掃
府中駅前ペデストリアン・デッ
キの清掃

植栽管理業務
馬場大門のけやき並木の管理
街路樹の剪定・除草

街路灯管理業務 街路灯の設置・管理
補修・修繕業務 損傷箇所の補修

事故対応業務
事故処理に関わる資料作成
事故処理に関わる補修作業
事故に伴う補修費用等の集計

災害対応業務
緊急パトロールの実施
現地処理作業の実施

苦情・要望対応業務
苦情・要望箇所の現地状況確認
現地処理作業の実施

占用物件管理業務
不法占用物の現地状況確認
不法投棄の現地状況確認

法定外公共物管理業務 法定外公共物の維持管理
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木通り包括管理事業導入時の平成 26 〜 28 年度の
平均件数」を比較した。その結果，けやき並木通
り包括管理事業導入後における件数は，導入前に
比べて約 42%減少した（図－ 3）。これらのこと
から，発注者（市）における効果があると評価し
た。
2つ目の「受注者（事業者）における効果」では，
けやき並木通り包括管理事業の受注者に対して，
効果の確認を行った結果，「複数年契約」，「複数
業務の一括契約」，「インフラ包括管理事業に携わ
る意義」の 3つの事項により効果が得られたこと
を確認した。1つ目の事項として，複数年契約と
することで業務に合わせ安定した人員が確保でき
ることや，受注者により PDCAサイクルを回す
ことができるため，効果的・効率的な業務運営が
できることから効果を確認した。2つ目の事項と
して，複数業務の一括契約とすることで，異業種
同士の企業体として地域の相談要望に各方面から
検討ができることや，打合せ等を通じて様々な角
度からの意見を受けることができ，自社の技術力
向上が見込めること，企業体内部で作業の事前調
整を行い，ひとつの住民エリアに作業が重複する
のを未然に防げる効果を確認した。3つ目の事項

として，インフラ包括管理事業に携わる意義で
は，各構成企業が個別に有してきた知見と技術に
ついて，公共事業へ活用できることや，技術力の
向上の意義を企業内で再確認することで，更なる
企業技術研鑚につながる効果を確認した。
3つ目の「利用者（市民）における効果」では，
ヒアリングとアンケートにおいて，利用者の意見
抽出を行い，良い効果が得られていることを確認
した。この理由としては，「性能発注」としてい
ることから，不具合を発見した際に受注者が自ら
の判断で直接補修等を行うことにより，スピード
感のある対応ができたことが考えられる。また，
事業者の専門的な知識を活用して「予防保全」を
行うことができ，施設にとって最も効果的な手法
の適用や，こまめな落ち葉清掃を行っていたこと
も理由として考えられる（図－ 4，5）。
これらの評価内容から，「発注者（市）」，「受注
者（事業者）」，「利用者（市民）」のそれぞれにお
いて効果があることを確認できた。このことか
ら，けやき並木通り包括管理事業は事業目的であ
る「コスト削減」と「市民サービスの向上」を達
成する有効な事業であると評価した。

図－ 3　包括事業導入前と包括事業導入後 3年間の苦情・要望件数
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4.　道路等包括管理事業の今後

けやき並木通り包括管理事業は有効な事業であ
るとの評価から，道路等包括管理事業は段階的に
拡大していくことで推進する。具体的には，次期

道路等包括管理事業は，スケールメリットを確認
するため，けやき並木通り包括管理事業を拡大し
て試行的に実施し，内容の検証を行った後に，市
全域に将来道路等包括管理事業として導入する
（図－ 6）。
次期道路等包括管理事業は，けやき並木通り包
括管理事業における規模の拡大，対象施設・作業

図－ 4　けやき並木通り包括管理事業区域周辺市民ヒアリング
自治会（11団体）及び商店会（10団体）

けやき並木通り包括管理事業実施の効果 取組みに対する意見

図－ 5　けやき並木通り包括管理事業区域周辺利用者アンケート
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その他の意見
・コストの低減になる
・けやき並木の保存，手入れがよくされている
・府中市内はきれいで空気がよい
・足元がきれいな状態になっていると感じる
・壊れていない
・水溜りが少ない　等

その他の意見
・いつもきれい
・毎日，企業体の人たちが活動している
・けやき並木は歩行者天国にする必要がある
・よい取組みだと思う
・ごみが落ちていない
・つまずかない　等

けやき並木通りの環境の変化（2015 年）

けやき並木通りの環境の変化（2016 年）
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の見直し等を図る。このことにより，更なる性能
発注の特性を発揮し，より一層の「コスト削減」
と「市民サービスの向上」を目指すものとする。
事業期間は，けやき並木通り包括管理事業と同様
に，試行的な運用であることから，業務委託とし
て 3年間行う。事業区域については，将来道路等
包括管理事業の区域は事業者の競争性の確保の観
点から複数分割することを想定するため，複数分
割する区域のうち，けやき並木通り包括管理事業
の区域を含む一区域を対象とする。発注業務につ
いては，けやき並木通り包括管理事業の対象から
民間のノウハウを活用できない作業等の見直しを
行うとともに，新たに日常を維持するための保守
等に係る 1工種 50 万円以上の業務，及び補修や
更新に係る 500 万円未満の業務を追加する。な
お，この新たな業務については数量を事前に想定
することが難しいため，仕様発注で単価契約の方
法とする。事業費については，けやき並木通り包
括管理事業の区域は市全域の約 0.64% と小さいこ
とから，導入による市職員の作業軽減は見込まな
かったが，次期道路等包括管理事業では，市全域
の約 25.6% まで拡大することから，市職員が直接

行ってきた人件費も計上する。
また，道路等包括管理事業は，安定的かつ効果
的に業務を遂行することが可能な状態を維持し，
適切なリスク対策を講じることが求められる。そ
のため，適正な管理体制を確保することを目的と
し，モニタリングによる支払いの仕組みを次期道
路等包括管理事業に試行的に導入して検証を行
う。モニタリングによる支払いは，モニタリング
手順書を作成して行う。具体的には，市が業績監
視を行った結果，「要求水準を達成していない場
合」又は「達成しない恐れがある場合」には，モ
ニタリング手順書に基づき改善勧告を行う。ま
た，改善勧告を行ってもなお改善されなかった場
合には，支払い額の減額等を行う。
将来道路等包括管理事業は，けやき並木通り包
括管理事業及び次期道路等包括管理事業の検証結
果を踏まえ，対象施設・作業の見直し等を図り市
全域へ導入する。事業期間は，本市で民間活力を
活用して指定管理を行っている事例を参考として
5年間とする。事業区域については，事業者の競
争性を確保することを目的とし，市全域を複数に
分割して行うものとする。分割に当たっては，

図－ 6　次期包括管理事業範囲
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「既存の工区分け」を基にし，「広域幹線道路（都
道・国道）」，「地元企業・民間企業の意見（事業
採算性の確保等で，1億円程度との意見等）」な
どを考慮して行うものとする。発注業務について
は，次期道路等包括管理事業の検証を踏まえて見
直すとともに，公園の管理業務を対象とするかを
検討する。事業費については，次期道路等包括管
理事業と同様の考え方とする。一方，職員の業務
量も大幅に削減できることから，職員の削減も見
込むことができる。
また，道路等包括管理事業においては，「市内
事業者の受注機会の確保」，「地域の蓄積されたノ
ウハウの活用」，「災害対応等の迅速性の確保」な
どの観点から，市内事業者の参画が必要であると
考える。そのため，市と市内事業者それぞれが努
力することで，事業参加への競争性は確保しつ
つ，市内事業者の参加しやすい体制を構築する。
将来道路等包括管理事業の導入に向けては，けや
き並木通り包括管理事業や次期道路等包括管理事
業の課題等を踏まえ，道路等包括管理事業におけ
る仕組みを随時改善していく（表－ 2）。

5.　今後の管理のあり方

インフラは，市民生活において，無くてはなら

ないものである。そのため，施設の削減を行うこ
とは難しい。インフラの老朽化が進む中，限られ
た予算で施設の安全な維持管理を実現するために
は，長期的な視点でのマネジメントが重要であ
る。その中では，従来の手法に縛られることな
く，行政と民間が協力し合って地域を守るという
視点での考えが必要である。そのためには，市と
事業者が双方にメリットが得られるように事業を
行うことが重要である。また，インフラ管理にお
いては，災害時などを含めた迅速な対応が必要で
あり，市内事業者の参入による連携も重要である。
市では，官民連携を進める手法の一つとして，
試行的に道路等包括管理事業を開始している。こ
れは，コストの削減と市民サービスの向上，また
民間企業としてのメリットや市内事業者の参画な
ど，事業の効果と課題を検証しつつ事業を構成し
ていく必要があると考えるためである。今後は
「府中市道路等包括管理事業推進方針（平成 29 年
4 月）」を踏まえ，市民の安全性を将来に渡り確
保していくことを第一の目的として，事業の有効
性を見極めた上で，適切に導入を行い，インフラ
の適切な管理に繋げていきたい。

表－ 2　包括管理事業スキーム（予定）
けやき並木通り包括管理事業

（試行）
次期包括管理事業
（試行）

将来包括管理事業
（本運用）

事業期間 平成 26 年度〜 28 年度（3年間） 平成 30 年度〜 32 年度（3年間） 平成 33 年度〜 37 年度（5年間）
事業区域 けやき並木通り周辺地区

（18.8ha，約 0.64%）
対象路線：19 路線※1

北西地区
（755ha，約 25.6%）
対象路線：700 路線※1

市全域
（2,949ha，100%）
対象路線：2,385 路線※1

発注業務 巡回業務
維持業務※2

補修・修繕業務
事故対応業務
災害対応業務
苦情・要望対応業務
占用物件管理業務
法定外公共物管理業務

巡回業務
維持業務※2

補修・修繕業務
事故対応業務
災害対応業務
苦情・要望対応業務
占用物件管理業務
法定外公共物管理業務
補修・更新　

巡回業務
維持業務※2

補修・修繕業務
事故対応業務
災害対応業務
苦情・要望対応業務
占用物件管理業務
法定外公共物管理業務
補修・更新

※ 1　「対象路線」は認定道路のみを参考として示したもので，事業対象としては市有道路や法定外公共物を含む。
※ 2　維持業務のなかの街路灯管理業務は，けやき並木通り包括管理事業のみ対象とする。
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